
H25当初 主要事業：重点事業（重点プロジェクト推進のための事業） 

（６）中小企業等復興プロジェクト  

 
 
 

①県内中小企業等の振興  

１ ふくしま復興特別資金（商工労働部  経営金融課） 49,918,000

 東日本大震災により事業活動に影響を受けている中小企業者の資金繰りを支援するため「ふくしま復興特

別資金」について、十分な融資枠を確保し、支援を継続する。 
 

２ 

 

中小企業制度資金貸付金（ふくしま産業育成資金） 

（商工労働部  経営金融課） 

2,587,000

 環境や再生可能エネルギーなど今後の発展が見込まれる産業を育成するため、さらに除染業者及び県内に

本社機能を有し業歴5年以上の方を支援するため、「ふくしま産業育成資金」について、十分な融資枠を確

保し、支援を継続する。 

 

新３ 

 

中小企業復旧・復興経営強化事業（商工労働部 経営金融課） 2,930

 平成 25 年 3 月末の中小企業金融円滑化法の期限到来を踏まえ、県内中小企業の倒産多発等に対応し、か

つ原子力災害の被災区域の事業所の再開を支援するため、経営支援体制の強化を目的に各地域でワンストッ

プ相談会を開催する経費を補助する。 

 

４ 

 

福島産業復興機構出資金（商工労働部  経営金融課） 50,000

 東日本大震災及び原子力発電所事故の影響による中小企業等の二重債務問題に対応するため、福島産業復

興機構に対し、中小企業等の抱える震災前の既往債務を金融機関から買い取るための費用を出資し、被災事

業者の事業再生を支援する。 
 

５ 

 

ふくしま産業復興雇用支援事業【緊急雇用創出事業】 

（商工労働部 雇用労政課） 

15,028,843

成長分野等の産業の安定的な雇用を創出するため、企業の雇用経費を助成する。 

 

６ 

 

中小企業等復旧・復興支援事業（商工労働部 企業立地課） 1,339,920

東日本大震災により被害を受けた中小企業等の復旧・復興を支援するため、建物・設備の借り上げや修繕

に対して経費の一部を補助する。 
 

７ 

 

ものづくり中小企業取引拡大支援事業（商工労働部 企業立地課） 4,600

 県内の製造業における中小企業の取引拡大に向け、事業効果が高いと見込まれる首都圏での商談会を開催

し、本県経済の活性化を図る。 
 

８ 

 

中小企業等グループ施設等復旧整備補助事業 

（商工労働部  産業創出課） 

12,000,000

東日本大震災により被害を受けた中小企業等の復旧・復興を効率的に促進するため、中小企業等グループ

による一体的な復旧・復興事業に対して経費の一部を補助する。 

地域経済の担い手である中小企業等が活力に満ち、新たな雇用の場と収入が確保され、本県経

済が力強く発展するよう取組を進める。 
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９ がんばれ福島！産業復興・復旧支援事業（商工労働部 産業創出課） 19,385

 東日本大震災により被災した中小企業の復興を支援するため、ハイテクプラザ研究員が被災中小企業を訪

問し技術的助言やサポートを行うとともに展示会の出展経費を補助する。 
 

10 

 

復興まちづくり会社設立支援事業（商工労働部 商業まちづくり課） 1,429

 市町村や、市町村と協働して復興まちづくりに取り組む法人又は団体に対し、復興まちづくり会社の設立

や復興課題の解決等を支援する専門家を派遣する。 
 

新 11 

 

県産品振興戦略実践プロジェクト（観光交流局 県産品振興戦略課） 71,358

 県内地場産業が抱える長期的な課題と震災による新たな課題に対応するため、県産品の国内外における販

路開拓、福島ブランドの再生・復興、風評被害対策の取組を総合的に実施する。 

 

②企業誘致の促進  

１ ふくしま産業復興企業立地補助金（商工労働部 企業立地課） 81,654,000

 企業の生産拡大及び雇用創出を図るため、県内で新・増設を行う企業に対し、初期投資額の一部を補助す

る。 

 

２ 

 

工業団地造成利子補給金（商工労働部  企業立地課） 197,120

 本格的な産業復興のための基盤となる工業団地の早急な再生と分譲価格の低減による販売促進のため、工

業団地を造成する市町村等に対し、利子相当分を補助する。 

 

新３ 

 

いわき四倉中核工業団地整備分譲事業 

（商工労働部  企業立地課、企業局 経営企画課） 

1,257,944

 福島復興再生特別措置法に基づき県が（独）中小企業基盤整備機構より工業用地を無償で譲り受け、第 2

期区域の整備に関する調査設計を行うとともに、第1期未分譲用地にかかる販売・維持管理を行う。 

 また、第 1 期区域事業における県と県土地開発公社の損失補償契約が平成 25 年度で終了することから同

契約に基づき損失補償を行う。 

 

③区域見直しに伴う対応  

(再掲) 中小企業等復旧・復興支援事業（商工労働部 企業立地課） 1,339,920

東日本大震災により被害を受けた中小企業等の復旧・復興を支援するため、建物・設備の借り上げや修繕

に対して経費の一部を補助する。 

 

(再掲) 

 

中小企業等グループ施設等復旧整備補助事業 

（商工労働部  産業創出課） 

12,000,000

東日本大震災により被害を受けた中小企業等の復旧・復興を効率的に促進するため、中小企業等グループ

による一体的な復旧・復興事業に対して経費の一部を補助する。 
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 事業数 事業費（千円） 

本資料に掲載した事業 16 177,472,449

その他の事業 13 7,699,331

合計 29 185,171,780

               ※事業数及び事業費とも再掲事業を含む 
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